
環境 システ ム研 究論 文集Vol.33,2005年10月

国際地域間取引の経済誘発効果と環境負荷

東京一北京の事例

市橋 勝1・ 金 子慎治2・ 吉延広枝3

1非会 員 修 士(経 済)広 島 大学 総 合 科学 部(〒739-8521東 広 島市 鏡 山1-74)

E-mail:ichi@hiroshima-u.ac.jp

2正 会 員 博 士(工 学)広 島 大学 大 学院 国 際 協力 研 究科(〒739。8529東 広 島 市鏡 山1-5-1)

E-mail:kshinji@hiroshima-u.ac.jp
3学 生 会 員 広 島 大 学大 学院 国際 協 力研 究科 開 発科 学 専 攻(同 上)

本稿は、複数の産業連関表を利用 して、国際地域 間の相互の経済取引とそれによって引き起 こされる環

境負荷を、東京、北京、 日本 のその他地域 を例に して、計測 ・分析 を行った。分析か ら得 られ た主要な結

論 は、東京 は北京に とって需要都 としての性格が強 いのに対 し、他 地域 日本は北京 にとって供給者 として

の性格が強い。従って、北京 は東京向け輸出に よってより大 きな誘発効果を もた らしている とい うことが

分 かった。また、誘発 された生産額に伴 って発生 したエネルギー消費 とCO2排 出量 は、 日本側 よ りも北京

のほ うがよ り深刻 で規模が大 きいこ とが分かった。特に、東京 との比較では、北京は1,000倍 にも及ぶ環境

負荷 を誘発す ることが示 された。
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1.論 文の目的と課題

本稿の目的は、複数の産業連関表を利用して、都市

レベルにおける国際経済取引とそれによって引き起こ

される環境負荷を数量的に把握することにある。

従来、国際間の経済波及や環境負荷の発生などの分

析は、国レベルでの相互依存性が主たる課題であり、

分析としては国際連関表(地 域間表)を 用いて行われ

るのが通例であった。財への内包エネルギーや排出CO2

を計測しているImura&Mbriguchi1)、藤川 ・居城2)や、

貿易を通じた資源消費と環境負荷の国際的相互依存を

分析した中村 ・森杉 ・井村3)などは、全てアジア表10力

国24部門による分析であった。

また、環境負荷問題に限らず、国内地域分析をする

際には、通産省が発表している地域間表を用いるか、

あるいは都道府県別の地域表を用いて行なわれてきた。

金川 ・二渡 ・井村4)は、内包エネルギー分析を都市に適

用した国内最初の研究だと思われるが、使用されたデ
ータは地域連関表による個別比較であった。長谷川5)は、

国内地域間の偽の格差を分析し、都市地域ほど環境負

荷を誘発していることを東京都10と通産省の9地域表を

用いて指摘している。

だが、都市レベルで発生する需要が他国の他地域及

び他都市とどのような相互依存関係にあるのか、また

環境負荷をどの程度与えているのかに関する研究はこ

れまで存在していない。2国2地域間の国際的相互依存の

分析には市橋6)が存在しているが、そこでは環境負荷の

分析が行なわれていない。

そこで本稿では、地域間表及び地域内表をリンクさ

せて、各国内における個別都市どうしの経済依存度及

び環境負荷の発生状況を分析しようと考えている。こ

の試みは、従来の地域間表による分析にとどまらず、

都市レベルでの国際依存関係を分析できる点に大きな

特徴がある。

具体的には、都市レベルのデータが入手可能な東京

都と北京市とを取 り上げ、それぞれの地域はそれぞれ

に対してどれほどの輸出(相 手から見れば輸入)を発生

させ、その輸出によって当該地域にどの程度の生産が

誘発されるのか、ということを分析する。この生産誘

発額は、当然のことながら、CO2,SOxの排出、大気汚染、

水質汚濁など、生産地域での一定の環境破壊をも誘発

することになる。従って、ある地域における特定地域

からの輸入の発生は、相手地域でどの程度の環境負荷

を与えることになるかということも推定できることに

なる。

以下では、次節で使用データと計算に用いた基本モ

―305―



デルを述べる。第3節では東京と北京間の直接輸出入額

を推定し、第4節で各地域の逆行列表の特徴を概観する。

第5節で誘発生産額の計算結果とその特徴を見る。第6節

では、各地域での生産に伴うエネルギー消費量と二酸

化炭素排出量の方法と測定結果を見る。最後に分析か

らの政策的含意と今後の課題を述べる。

2使 用 デ-タ と基 本 モ デ ル

本 稿 で使 用 したデ ー タは 、 日中国際連 関表90年 版7)

(以下、 日中表)、 北京 市連 関表92年 版8)(以 下、北京

表)、 東京都連 関表9)(以 下 、東 京表)で ある。 この う

ち、 日中表 と東京表 は地域 間連 関表 となってい る。三つ

の連 関表 の概要 を図示 したものが図-1～3で ある。

図-1 1990日 中国際産業連 関表の フォー マ ッ ト

図-2 1990東京都産業連関表のフォーマッ ト

図-3 1992北京市産業連関表のフォーマッ ト

部門数は89部門で、これは日中表の分類を基本的に踏

襲している。これに併せて、北京表と東京表を組替えた。

なお、東京表は、東京都と日本のその他地域(以 下、

他地域表と呼ぶ)と の2地域間表が特徴であるだけでは

なく、東京都とその他地域に存在している 「本社部門」

が別立ての表として存在してることが大きな特徴となっ

ている。図-2におけるL列とN列、そしてB行とD行が本社

部門を表す領域となっている。但し、この本社部門は68

部門しか公表されていない。そこで、我々の分析目的に

合わせて部門分割作業を行ない、89部門に統一し、それ

を東京表及び他地域表に合算した。89部門への分割方法

は、東京表と他地域表の各々における対応する部門の生

産額シェアによって各68部門を分割するという方法を採

用した。

さて、ある地域が別の国の特定地域から輸入する場合、

相手国にとっては輸出という最終需要項目になるので、

相手国にある経済波及効果を及ぼすことになる。すなわ

ち、輸出EXは 独立した外生変数の最終需要ベクトル

として、レオンチェフ逆行列に与えれば、次のように表

現できる。

(1)

ここでXEX研 は輸出 に よって もた らされ た直接 ・間接

の誘発生産額、[I-(I-M)A]-1は輸入 率控除済みの

レオンチェフ逆行列、Mは 当該地域の輸入が域内需要

に比例することを前提とした輸入率ベクトルによって作

成した対角行列、、EXは輸出ベクトルである。我々の

基本モデルは、東京都、他地域日本、北京市、他地域中

国、そして、その他世界から構成される5地域間の連関

モデルであるが、データの入手可能性から、このうちの

東京都、他地域日本、北京市の相互関係を分析すること

としている。

分析で用いた東京都、他地域日本及び北京市における

需給一致の基本式は、競争輸入型の地域連関表を前提と

しているので、次のようになっている。

(2)

記号 の意 味は、Xは 総産出、xは 中間需要 、Dか ら

IFま では最終需要 を表 し、Dは 域 内需 要(但 し移 輸入

控除前)、EXは 輸 出、OFは 移 出、 灘 は輸入、IF

は移入 、Cは 消費、Iは 投資 、Gは 政府 支出 となって

い る。 また、添 え字 のiに お ける7は 東京 を、0は 他
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地域日本を、Bは 北京をそれぞれ示している。これら

の基本式を前提にして、次のような輸出入の相互関係を

考える。

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

但し、ここではEXTBは 東京から北京への輸出を表し、

EXTWは 東京から北京以外のその他世界への輸出を表す。

また、IMBT,は東京の北京からの輸入を表し、IMBTは

東京のその他世界からの輸入を表す。以下同様に、

EXOB、は他地域日本から北京への輸出、EXOWは 他地域

日本からその他世界への輸出、EXBT,は 北京から東京

への輸出、EXBOは 北京から他地域日本への輸出、

IMTBは 北京の東京からの輸入、IMOBは 北京の他地域

日本からの輸入を示す。

定義上、東京、他地域日本、北京の間の輸出入は相互

に裏表の関係となっているので、(6)式 から(9)式 は

それぞれの同値関係を示している。

そして、我々がまず最初に推定すべきなのは、これら

(6)式から(9)式 までの各輸出額(=輸 入額)で ある。

これらの輸出入の対応関係を示したものが、図4であ

る。本稿では、この図の丸印で囲った部分の誘発額を計

算することで、北京が東京都と他地域日本における生産

額とそれに伴う環境負荷をどの程度発生させるのか、ま

た逆に、東京都や他地域日本が、北京における生産と環

境負荷をどの程度発せさせるのかを推計する。

図-4地 域連関表における輸出入の誘発関係(北 京の例)

3.国 際連関表の接続による輸出入額の推定

本節 では 、市橋6)、Ichihashi7)の方法 に依拠 して、 北

京 と東京の間の経済取 引(輸 出入)を 推 定す るこ ととし

たい。推定作業 は、次 のよ うな計算 式を元に行 なった。

(10)

(11)

但 し、(10)式 のXSJCは 、 中国輸 出に 占める 日本 シ

ェアによる対角行列 であ り、 これ は 日中表か ら求める こ

とができる。MSTJは 、 日本輸入 に 占める東京 シェアに

よる対角行列で 、東京表 か ら得 られ る値 であ る。 また、

(11)式 のMSJCは 中国輸入 に占め る 日本 のシェアに よ

る対角行列 で、 日中表 か ら得 る ことがで きる。そ して、

XSTJ刀は、 日本輸 出に 占める東京 のシェア による対 角行

列 で、東京表 か ら求 める ことができ る。 この計算方法を

図示 したものが、図5で ある。

計算 においては、中国 と日本の輸出入に 占める双方の

比 率、東京や 北京 の各 国輸出入への比率が安定的であ る

こ とが前提 とされ ている。

なお、北京表にお ける価格 単位 は1000元 で あるた め、

日本 円へ の換 算為替 レー トは、 日本銀行 がHP8)上で公 開

して い る時 系列 月 次デ ー タ、1990年1月 ～12月 分 と、

1992年1月 ～12月 分 よ り、平均為替 レー トを求 めて使 用

した。

同様 に、以下の計算に よって北京か ら他地域 日本への

輸出EXBOと 他 地域 日本か ら北京へ の輸 出EXOBも 推定
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図-5国 際地域間取引額の推定方法

され る。

(12)

(13)

但 し、MSOJは 、 日本 輸入に 占める他地域の シェアに

よる対角行列、 また、XSOJは 、 日本 輸出に 占める他地

域のシェアによる対 角行列 で、共に東京表 か ら得 られ る

値である。

上式に よって計算 された北京-東 京 、北京-そ の他 日

本の推 定輸 出は、表1の 通 りである。

この表に よれば、北京か ら東京への輸出(東 京の北京

か らの輸 入)は 総 額で約167億29万 円、逆 に、東京 か ら

北京 への輸 出(北 京の東 京か らの輸 入)は 総額約18億

9,122万 円とい う結果 となって いる。北京 か ら東京へ 向

けた輸出の ほ うが約8.83倍 の大 き さである。 これ は、東

京が北京の大きな消費者 となってい ることを示唆 してい

る。

北京か ら他地域 日本への輸出(他 地域 日本の北京か ら

の輸入)は 総額 で約277億535万 円で、これ は東京 への輸

出 の約1.66倍 となっている。 だが、 この結果 は、他地域

の 日本 輸入全体 に 占めるシ ェアが約88.6%で あ るこ とを

考 えると、それ ほど大 きな額ではない。逆に、他地域 日

本か ら北京への輸出(北 京の他地域 日本か らの輸入)は

総額約390億6,745万 円 とい う結果 となっている。 他地域

日 本 か ら 北 京 へ 向 け た 輸 出 は 、 逆 方 向 の

輸入 の1.4倍 の大 き さとなってい る。 また、 この輸出額

は、東京 か ら北京へ 向けた輸 出額の20.7倍 となってい る。

つ ま り、 日本の他地域は、東京 とは逆 に、消費者 と し

て よ りも北京への生産者 と しての側面が強い結果 とな っ

て いると見 ることがで きる。

表1に おけ る結果 を各々上位20部 門について 見る と、

次の よ うな ことが指摘で きる。

第一 に、東京か ら北京への推定輸出額では、道路輸送

機械、その他の電気機器 、特殊産業用機械、精密機械 及

びその他の計算機具、日用機械、その他の電気機器等、

機械関連の部門が上位を占めている。

なお、産業部門の詳細は表2に示した通りとなってい

る。

第二に、北京から東京への輸出品は、商業、衣料、家

具 ・木製品関係が上位となる。

商業の輸出が多いというのは北京表の特徴となってい

るが、それがそのまま東京向け輸出額の大きさにも反映

している。商業以外に上位部門となっているのは、衣類、

皮革、木製品の他、鉄鋼、非鉄金属、石炭等である。

総じて、東京からは機械関連財、北京からは衣類、金

属関連財を各々輸出していると見ることが出来るだろう。

第三に、東京と北京との関係同様、他地域日本と北京

においても同様な傾向が指摘できる。すなわち、他地域

日本から北京への輸出では機械関連部門が上位を占め、

逆に北京から他地域日本への輸出では、商業、衣料等が

上位の部門となっている。

第四に、だが、東京との違いを見るならば、輸出部門

としては、化学繊維、繊維、非鉄金属、金属加工機械な

どが上位部門となっているの対し、東京のほうは日用機

械、セメント、放送が上位輸出部門となっている。

第五に、輸入部門では、他地域日本の場合、有機化学

製品や金属製品が上位になるのに対 し、東京では

鉄道輸送や水上輸送が上位部門になっている。

また、それ以外に、鉄鋼、木製品、農業等は他地域日

本において特に上位に位置ついている部門である。

4.各 地域への輸出の誘発効果

前節で推定された輸出額が、各々の地域においてどの

ような生産が誘発されるのかを計算するために、各地域

の逆行列表を作成する。東京表、北京表はともに非競争

輸入型であるが、先に述べたように東京表は他地域日本

との2地域間表になっているので、東京表を用いること

で、他地域日本の逆行列表も同時に得ることが出来る。

よって、結果的に東京都、他地域日本、北京市という3
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表-1北 京と東京、他地域日本の推定輸出入(上 位20部 門)

表-2部 門の詳細内訳の例示

地域の逆行列を作成することが可能となる。

作成 され る逆行 列表 は、輸入率控 除済み の

[I-(I-M)A]-1と い うものであ る.Mは 、 当該 地域

の輸入が域内需要に比例することを前提とした輸入率ベ

クトルによって作成した対角行列である。

但し、北京表は移入も混入されている表なので、この

Mは 移輸入率の対角行列となっている。こうして、以

下の三つの逆行列表を得ることができる。

ここで、添え字のT,O,Bは、それぞれ東京都、他地日

本、北京市を表す。

各逆行列表から得た影響力係数と感応度係数を見ると、

それ ぞれの表の興味深 い特徴 を概観で きるが、 ここでは

紙数 の関係 で割愛 す る。

さて、得 られた逆行 列表か らい よい よ各地域での誘発

生産額 を求 め る。 その結 果が表3で あ り、そ の誘発 額合

計の比較表 が表4で ある。

表3か らは、北京 に対す る東京 での誘発 生産額 は約25

億4,907万 円で、他 地域 日本 にお ける誘発生 産額 は約889

億7,541万 円で あった ことが分 かる。

先 の、東 京か ら北京へ の推定 輸出総 額 は約18億9,122

万円であったので、その乗数効果 は約1.35倍 とな る。他

方 、他地域 日本か ら北京 への推定輸 出総額 は390億6,745

万円であったので、乗数効果 は約2.28倍 であった。北京

へ の輸 出においては他 地域 日本の乗数効果のほ うが大 き

くなったのは、多 くの産 業部門が東京以外の地域に存在

す るために、波及効果 自体 も大き くな るもの と解 釈で き

る。 よ り正確 に言 えば、先に見た影 響力係 数 と感応 度係

数 にお いて、反応度合 いの高い部門数が他地域 日本で よ

り多 かったこ とに関係 して、最終的な波及効果が大き く
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表-3推 定輸出による各地域の誘発生産額(上 位30部 門)

表-4誘発生産額の比較
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なってい ると言 えるので ある。

これ に対 して、北京か らの輸出の誘発生産額は、東京

に対す るものが約372億761万 円、他地域 日本 に対 しての

ものが約572億3,030万 円 となっている。

先 の、北京か ら東 京へ の推 定輸 出額 は約167億29万 円

で あったので、その乗数効果 は約2.23倍 となる。 また、

北京か ら他地域 日本へ の推 定輸 出は約277億535万 円であ

つたので、乗数効果 は約2.07倍 となる。 日本側 か らとは

逆に、北京の輸 出では、東京 への乗数効果 のほ うが他地

域 日本に対するそれ よりも、若干 ではあるが大きい とい

う結果になった。 これ は、東京 が北京 の消費者 としての

性 格が より強い傾 向を持 っているこ と、また、東京へ の

輸出が北京 にお ける影響 力のある産業 か ら多 く出 され て

い るとい うことを示唆す る。

また、北京 での誘発額 と東京 でのそれ との単純倍率 は

約14.6倍 であるのに対 し、北京 と他地域 日本での誘発額

との比較 では0.64倍 で しかない。 すなわ ち、北京 にとっ

ては東京 はよ り誘発効果 の出やすい輸 出先 となってい る

のに対 し、 日本側で は、東京 よ りも他地域 のほ うが北京

によって大 きな誘発効果 を受 けてい る とい うことにな る

のである。

更に、産業別 には次 のよ うな特徴 を指摘 できる。

1.日 本(東 京、他地域)か ら北京の輸 出においては、

総 じて機械設備 関係 の財 が多い。

2.先 に推定 された直接輸出額に比例す る形で、最終

的な生産額 も誘発 されてい ることが分か る。その

結果、道路輸送機 械、その他の電気機器、ガ ラス

製 品、鉄鋼 、特殊産業用機 械等が上位の誘発額 と

なっている。

3.東 京では金融や不動産な どのサー ビス関連部門 も、

北京への輸出に よって大 きな波及効果 を受 けてい

る。

4.商 業は、特に他地域 日本において大 きな波及効果

を受けている。

5.他 方、北京では商業、金融、公 務な どサー ビス関

連 部門が大きな誘発 額を生 み出 している。

6.製 造関連 では、衣服、繊 維、印刷 等の部門が上位

となっている。

7.総 じて、北京 においてはサー ビス関連におけ る波

及効果 の大 き さが 目立っ結果 となってい る。

以上が、推定輸出額に よって もた らされた誘発 生産額

の結果 つとなってい る。では、 この よ うな経済的な波及

効果は、 どの程度の環境 負荷を もた らす ものであ るのか

を次に見てみ よ う。

5.誘 発 効 果 に よ る エ ネ ル ギ ー 消 費 と二 酸 化 炭 素

排 出 量

本節 では、前節 までに求めた89部 門分類 ごとの誘発 生

産額 にエネル ギー消費原単位 と二酸化炭 素排 出原単位 を

乗ず ることによ り、誘発効果 による環境影響 の違 いを考

察す る。 各業種のエネ ル ギー 消費 量は、 日本9)、東京都

10)
、 中国11)、北京 市11)の各エネル ギーバ ランス表 か ら推

計 した。(1)石 炭 採掘 業 、(2)石 油 ・天 然 ガス採掘 業 、

(3)石油精製 ・石炭製 品製造業 、(4)電 力 ・熱 及びガス業

のエネルギー消費量について は、純消費量 を対象 とす る。

その他の製 造業については最終消費エネル ギー を対象 と

す る。 次いで、各部門で得 られたエネル ギー消費量 を元

にCO2排出量 を推計 した。排 出原 単位 は、 日本 につ いて

は環境省 で公表 してい る数値 、中国はIPCCの 推奨値 を

用いた。 ただ し、電力については次の とお りで ある。東

京都 については東京 電 力の原単位 を、その他 日本 につい

ては、全国平均値 を用いた。 中国については全国、北京

それ ぞれ の発 電の燃料構 成に立ち戻 って推計 した。

以上の手続 きに よって計算 した結果 をま とめた ものが、

表5で ある。 この表 にお ける 「(1)直接 」 とは先の方法に

よって推 定 した相 手先への輸出 とその生産のための当該

地域 に お け るエネ ル ギー 消 費 量 と傷 排 出 量で あ り、

「(2)誘発 」 とは この推 定輸 出に よって もた らされ た 当

該地域 での誘発値 の ことであ る。

この表 によれ ば、第一に、東京か ら北京への輸出に伴

うエネ ル ギー消 費量 や傷 排 出量 は、 直接 で0.0161PJと

1,033t-CO2、 誘発 で0.0187PJと1,192t-CO2で あ るが、北京

か ら東 京 向 け の輸 出 に よ る量 は 、 直接 で0.4040PJと

35,957t-CO2、 誘発 で2.8352PJと246,391t-CO2と なっ てい

て、共 に東京 向け輸 出のほ うが多い ことが分か る。

だが第 二に、北京 と他 地域 日本 を比べ ると、輸出額の

順 序は 北京発 ＜他 地域 日本発(直 接 で27,705＜39,067百

万 円、誘 発で57,230＜88,975百 万 円)で あるの に対 して 、

エネ ル ギー 消費量 とCO2排出 量の順位 は他地 域 日本 ＜北

京 と逆 転 し て い る こ と が 分 か る(直 接 で2.0129＞

0.6234PJ、163,859＞39,846t-CO2、 誘 発 で5.8978＞

2.4393PJ、498,078＞156,559t-CO2)。 北京 ではエネル ギー

効率が悪い あるい はエネル ギー多消費部門を経由 して輸

出のた めの生産が行 なわれ ている ことを示す ものである。

第三 に、誘発 の対直接比率(表 中の(2)/(1)比)を

求 める と、北京か ら東京 向けが最 も倍 率が高 く、生産額

で約2倍 強 の比率が、エネル ギー消費量 とCO2排出量 で約

7倍 となっていて 、他 の結果 に比べて かな り大 きい こ と

が分か る。 これ に次 ぐものは、他 地域 日本 か ら北京へ の

輸 出で、生産額で約2倍 強 が、エネル ギー消費量 とCO2排

出量 で約4倍 であ る。 この北京 の倍率 の高 さは、上記 の

点 と同様、北京のエネル ギー効率 が低 い ことを示唆す る
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表-5地 域間でのエネルギー消費量と発生CO2量の比較表

表-6東京と北京における発生環境負荷の比較
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ものである。

そ こで、次に東京 と北京 との取 引関係 が、 どの程度非

対称 的であるのかを見るために、直接効果 と間接効果 と

の倍率 を比較 してみ よ う。 それが表6で あ る。

表 にお ける 「間接効果」 とは、誘発生産額か ら直接輸

出額 を引 くことで求 めた もので あ り、直接の需要 を受 け

て波及 していく間接生産の全ての効果 と解釈す ることが

できる部分 である。表の一番上の生産額比較 を見れば、

東京 は北京 に輸出す ることよ りも、北京か ら多 くを輸入

してい る関係で あることがハ ッキ リ分か る。その倍率は、

直接 で8.8倍 、誘 発 で14.6倍 となってい て、間接効果 だ

けを取 り出せ ば31,2倍 になっている。 さらに、注 目すべ

き ことに 、 この倍率 はエネル ギー消費 やCO薪 出量 の効

果で見 ると、著 しく大 きくなってい る。例 えば、エネル

ギー消費 では、北京 は直接 で251倍 、誘 発だ と151.4倍 、

CO2排出量 では、直接33.9倍 、誘発 では206.8倍 もの環 境

負荷 を発生 させてい る。 しか も、間接効果で見 ると、エ

ネル ギー消費で は、北京が東京 の921.5倍 、CO2排出量で

は、北京は東京 のなん と1,336倍 に もなってい るこ とが

分か る。すなわ ち、東京の北京 か らの輸入が北京 に与え

る環境負荷は、北京が東京か ら輸入す ることに よる東京

への環境負荷に比べ ると、輸出額同士の比 よりもはるか

に大 きい。 しか もそれは、直接 的な輸出に よる効果 以上

に、その後、各域内で波及する間接 効果に よる負荷 のほ

うが よ り深刻であ るとい う結果 になってお り、北京 にお

ける生産構造が、 よ り環境負荷 を もた らしやすい波及構

造 になってい ることを示唆する ものになっている。 これ

が、各地域が国際間取引で引き起 こす と考え られ る誘発

環境負荷であ る。

この よ うな結果が、 ど うして ももた らされるのか、そ

の原因 を表7に よって概観 してお こ う。 この表は、北京

と東京 の両者 の誘 発量 を、エネル ギー 消費、偽 排 出量 、

輸 出(生産)額 のそれ ぞれ につい て上位20部 門ずつ を抜

き出 した ものである。

表に よれば、北京での誘 発効果 では、エネル ギー消費

と傷 排 出量 の上位部 門は 、輸 出額 の上位5部 門の 中に

全 て含 まれ てい る。 北京 での大 量のエ ネル ギー消費や

co2排出量 は、輸出額 自体 が多い こ とに よって もた らさ

れてい ることが分か る。 しか も、 これ らの産 業には、電

力 ・熱、商業、銀 行 ・保 険、公 共サー ビスな どのサー ビ

ス関連部門が含 まれ てい る。 一般 にサー ビス関連産業 は、

最終財産業である ことか ら、感応度係数 の高 い産業 であ

る。 実際、先の誘 発生産額 にお ける感応度係数上位20部

門を見 ると、 これ ら4部門 と鉄鋼 を含めた5部 門全 てが1

を超 え る高い感応度係数 を有 している。 また、北京 の生

産構 造の特徴 として、商業は影響 力係数 が高 い部 門に も

なってい る。 このよ うな北京 の生産構 造の特徴 か ら、輸

出に伴う北京での間接効果は多くの環境負荷をもたらし

たものと考えられる。

これに対して、東京での誘発効果では、エネルギー消

費とCO2排出の上位5部門のうち、輸出額の上位20部門に

入るのは3部門だけであり、エネルギー多消費部門が必

ずしも多くの輸出額となっていないことが分かる。また、

これら5部門のうち、サービス関連は研究機関と道路輸

送だけであり、感応度の影響が大きくないのではないか

と予想される。実際、誘発生産額における感応度では、

この2部門は感応度係数が1を超える部門となっているも

のの、あとの3部門は1未満となっている。また、影響力

係数も、この2部門以外にはガラス製品が1を超える部門

になっているだけで、残りの部門の影響力はそれほど大

きくはない。

なお、輸出の筆頭項目となっている道路輸送機械は、

東京表の逆行列値の結果では、感応度係数で0.852、89

部門中32位、影響力係数では0.986の52位であり、大き

な値であるとは言えない。

このようなことから、東京における環境負荷の誘発は、

北京から購入されれる部門の特徴から、相対的にそれほ

ど大きな波及をもたらしていることには至っていないと

考えられるのである。

6.結 論的覚書

本稿は、北京、東京、日中という三つの連関表を接続

することで、両地域間の輸出入が双方にどの程度の波及

効果を生み出すのか、それを経済取引規模、消費エネル

ギー、排出CO2について見てきた。

本稿の特徴は、各都市レベルの連関表から、自国の輸

出入シェアによって他都市との相互依存関係を計測し、

更に、その輸出を生み出す際の波及効果と発生環境負荷

を計測したことにある。国際間の都市レベルにおける相

互発生環境負荷を計測した先行研究は他にない。

分析結果からは、北京から東京向けの輸出規模が、東

京から北京向けのそれよりもかなり大きなことが分かっ

た。逆に、他地域日本から北京向けの輸出は、北京から

のそれよりも大きなことが分かった。すなわち、東京は

北京の消費者としての性格が強く、他地域日本は北京の

生産者としての性格が強いということであった。

だが、しかし、より注目すべきなのは、このような輸

出額が、とりわけ北京において甚大な環境負荷を発生さ

せているということである。特に、北京での誘発生産額

の間接効果に伴 う環境負荷は、東京の1,300倍以上に及

んでいることが分かった。

このような結果の政策的な含意は、自国における経済
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表-7北 京と東京における誘発上位20部 門

政策及び環境政策を、国際的な相互依存を常に考慮しな

がら、自国内だけではなく国際協調政策の中で行なう必

要があるということである。すなわち、他国と自国にお

ける輸入依存度、貿易相手国の規模と種類、及び、相手

国におけるエネルギー効率等を考慮しながら、一国レベ

ルではなく、2国及び多国間において協調的に経済 ・環

境政策を行なう要があるだろう。

本稿における、残された課題は、第一に、最新のデー

タで本稿で確認された構造が維持されているかどうかを

追いかけることである。本稿では、三つの連関表の入手

可能性から、90年の日中10表を中心に、92年の北京表と

90年の東京表を利用 した。現在、アジア経済研究所は

2000年のアジア表に日中を含める形でデータを作成中で

あるので、それが発表され次第、今度は97年や02年の北

京表、95年の東京表などと接合させていく必要があるだ

ろう。

第二に、方法論的な接合問題について検討することで

ある。中国側と日本側では、10表の発表年数が異なるの

で、延長表を作成するなどで、時点のずれを調整する必

要があるかも知れない。

第三に、本稿の分析を出発点に、時点間比較による経

年変化を分析することである。現在、北京表は97年と

2002年が公表されているので、差し当たり、97年北京表

と95年の東京表とで、5年後の依存関係の変化を分析し

たい。また、最新版の東京表と2000年版のアジア連関表

などが公表され次第、3時点での比較を行なう。

謝辞:本 稿は、平成16年度 環境省地球環境研究総合

推進費 「物質フローモデルに基づく持続可能な生産・消

費の達成度評価手法に関する研究」(研 究代表者 環境

省独立行政法人国立環境研究所、森口祐一教授)の 成果
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Economic Induced Effect and the environmental burden of the international trade 
among regions - An example of Tokyo and Beijing - 

Masaru ICHIHASHI, Shinji KANEKO and Hiroe YOSHINOBU 

This paper measures and analyzes the degree of economic dependency and the environmental burden 
caused by economic international trade among regions by using two or more Input-Output tables of 
Tokyo, Beijing and other regions in Japan as examples. 

Our main finding is that Tokyo is a much stronger consumer rather than as supplier to Beijing. 
However, another region in Japan is a stronger supplier to Beijing. It can be found therefore, that Beijing 
has larger repercussions through its exports to Tokyo. 

Moreover, energy consumption and the CO2 emissions by economic trade over the border are more 
serious in Beijing than in Japan. Our results especially show that the indirect environmental burden in 
Beijing is thousand times higher than in Tokyo.
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